
 ■令和７年度の国民健康保険税

※

※

 ■課税限度額の引き上げについて
　国の税制改正にともない、医療給付費分の限度額（65万円→66万円）、

　後期高齢者支援金分の限度額（24万円→26万円）、課税限度額（106→109万円）が引き上げとなりました。　

 ■国民健康保険税の各納期限

◎ スマートフォンアプリ「PayPay」、「au PAY」、「d払い」、「J-coin」、「楽天ペイ」を利用して、

国民健康保険税（普通徴収）の支払いができます。

各アプリの操作方法に従い、請求書のバーコードを読み取ってください。

◎ 特別な理由もなく国民健康保険税を納期限から１年以上納めないでいると、通常の資格確認書等の代わりに

「資格確認書（特別療養）」等を交付することになります。その場合、病院等窓口では資格確認書（特別療養）等

を提示し、医療費の全額を本人が払い、後日、市民課窓口で自己負担分を除いた額を特別療養費として請求

（要領収書）していただくことになります。なお請求された特別療養費は、未納となっている税に充当されます。

令和７年度の国民健康保険税について

　国民健康保険は、病気やけがをしたときに安心して医療を受けられるよう、加入者が国民健康保険税を負担し合い、皆さま
の医療費をはじめ、高額療養費、出産育児一時金、葬祭費などに充てようというお互いに支え合う制度です。
　国民健康保険の安定した運営のため、加入者の皆さまにはご理解とご協力をお願いします。

令和７年度
◎保険税額
　　左記の①～③の合計でその年の税金が決まります。

医療
給付費分

所得割① 7.80% （ただし、①～③の合計が課税限度額（次項参照）を超えるときには、課税限度
額が年間の保険税額となります。）

均等割② 34,000円

平等割③ 21,200円  ①　所得割額・・・国民健康保険加入者の所得金額×税率

後期高齢者
支援金分

所得割① 2.50%  ②　均等割額・・・各世帯の加入者数×税額

均等割② 10,000円 介護納付金分は、40歳から64歳までの方が対象となります。

平等割③ 6,800円 国民健康保険税は、世帯主が納税義務者となります。

世帯主が国民健康保険に加入していなくても、世帯内に国民健康保険加
入者がいるとき（擬制世帯）は、その世帯主に対して国民健康保険税が課
せられます。

介護
納付金分

所得割① 2.20%

均等割② 16,000円

後期高齢者支援金分 24万円 26万円 ＋２万円

　※介護納付金分の限度額（17万円）の改正はありません。

介護納付金分 17万円 17万円 ―

課
税
限
度
額

区　分 令和６年度 令和７年度 増　減

医療給付費分 65万円

➡

66万円 ＋１万円

課税限度額合計 106万円 109万円 ＋３万円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ３月

普通徴収
納期

徴収無し
１期 ２期 ３期 ４期 ５期

９月 10月 11月 12月 １月 ２月

６期 ７期 ８期 ９期

納期限 ７/31 ９/１ ９/30 10/31 12/１ 12/25 ２/２ ３/２ ３/31

年金天引 -

お問い合わせ：市役所税務課　市民税係　℡0537（85）1114

年金天引 - 年金天引 - 年金天引 -特別徴収 徴収月 年金天引 - 年金天引 -



■国民健康保険税の軽減について

◎軽減対象世帯を拡大するための軽減判定所得基準額引き上げについて

世帯主と国民健康保険被保険者、特定同一世帯所属者（国民健康保険から後期高齢者医療保険制度に

移行された方）の前年総所得金額等の合計が下記金額以下の世帯については、国民健康保険税の均等割額と

平等割額が定められた割合で軽減されます。

≪軽減判定基準≫

 ※軽減の判定には所得の把握が必要なため、収入がない方でも申告が必要になる場合があります。

◎非自発的失業者の国民健康保険税軽減について

倒産・解雇等により離職された方（離職日時点で65歳未満）の国民健康保険税を軽減します。

 非自発的失業者の国民健康保険税は、離職日の翌日の属する月から、その月の属する年度の翌年度末

までの間、前年の給与所得を30／100として算定します。※申請手続きが必要です。

◎後期高齢者医療制度への移行に伴う国民健康保険税の緩和措置について

会社の健康保険等加入者が後期高齢者医療制度に移行することにより、その被扶養者で65歳以上の方が、

国民健康保険に加入した場合、国民健康保険税の減免を受けることができます。※申請手続きが必要です。

◎出産した被保険者等に対する国民健康保険税の軽減について

出産または出産予定の被保険者の方について、産前産後期間相当分における国民健康保険税が

軽減されます。※申請手続きが必要です。

◎未就学児に係る国民健康保険税均等割額の軽減について

未就学児（６歳に達する日以後の最初の３月31日以前である被保険者）に係る国民健康保険税の

均等割額が５割軽減されます。※申請不要です。

■資格確認書等の更新について　　　～新しい資格確認書は『うぐいす色』です～

現在お持ちの保険証等の有効年月日は令和７年７月31日です。８月からの資格確認書等は７月中に郵送します。

なお、国民健康保険税に未納のある世帯は、市民課窓口での交付となります。

70歳以上の方は負担割合が記入してある「国民健康保険資格確認書」または「資格情報のお知らせ」となります。

■令和７年８月１日から、保険証の代わりにマイナ保険証等で受診してください。

令和６年１２月２日以降保険証は発行されなくなり、資格確認書または資格情報のお知らせを発行しています。

・ マイナンバーカードを取得していない方、取得していても保険証利用の登録をしていない方には、

ご本人の被保険者資格の情報などを記載した「資格確認書」を交付します。

・ マイナンバーカードの保険証利用登録をしている方には、「資格情報のお知らせ」を交付します。

マイナ保険証の使用ができない病院や薬局等にマイナ保険証と一緒に提示していただくことで、

受診が可能となります。

軽減割合 令和６年度 令和７年度

７割
43万円＋10万円×

（給与所得者等の数－１）

➡

お問い合わせ：市役所市民課　国保年金室　℡0537（85）1171

２割

５割

43万円＋54.5万円×被保険者数
（特定同一世帯所属者を含む）＋

10万円×（給与所得者等の数－１）

43万円＋56万円×被保険者数
（特定同一世帯所属者を含む）＋

10万円×（給与所得者等の数－１）

43万円＋29.5万円×被保険者数
（特定同一世帯所属者を含む）＋

10万円×（給与所得者等の数－１）

43万円＋30.5万円×被保険者数
（特定同一世帯所属者を含む）＋

10万円×（給与所得者等の数－１）

43万円＋10万円×
（給与所得者等の数－１）


